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Rev. 29（3）, pp.701-745.
3　文元春「中国の環境汚染民事差止についての序論的考察（1）、（2・完）：中国の学説および





6 詳細は、Rachel E. Stern （2013）, Environmental Litigation in China: A Study in Political 





















された 4 つの提訴要件を満たしているかどうかの審査とされる 10。そして、「提
訴要件を満たしているものについては、7 日以内に立案して当事者に通知し、
提訴要件を満たしていないものについては、7 日以内に裁定書を作成し不受理
とすべきである」（同法 123 条 2 項）とされている。
さて、ここで問題は、中国では「不受理」は「立案」された後の審査である
と認識されていることである 11。最高人民法院が 1997 年 4 月 21 日に地方の法
 Economy（2004）, Ther River Runs Black: The Environmental Challenge to China’s Future, Cornell 
University Press. では、裁判官が法律を理解していないことが阻害要因として指摘されている。
7　例えば、調査対象とされた 66 件中で 49 件は何らかの賠償を受けているという指摘がある。
Benjamin van Rooij （2010）, “The People vs. Pollution: understanding citizen action against 
pollution in China,” Journal of Contemporary China 19（63）, 55-77 参照。また、R.Stern（2013: 
138）では、調査対象とした判決のうち、一部でも損害賠償が認められたケースは全体の 66.2％
だったとされている。














（試行）」（2004 年 12 月 29 日施行）によれば、集団訴訟ではすべての原告の身






















門［第 5 版］』（有斐閣、2009 年）254 頁も参照されたい。































2008 年、中国石油黒竜江尚志販売支店を解雇された元従業員 42 名が解雇の
撤回を求めて提訴した事件で、尚志市の法院は 3 年間以上この問題を放置して
 33 頁。
13　桃源「誰是法院？」『瞭望新聞週刊』2006 年 8 月 28 日、9 頁。






























また、2013 年 9 月 17 日午後に中国西南地方の某市（県クラスの市）18 法院の
地方支部において、同支部に所属する裁判官 5 名及び同地域の中級法院の裁判
16　賀方「“習慣性回避”只会加劇社会矛盾」『共産党員』2011 年第 9 期上、34 頁。
17　楊紹華、申小堤「努力譲人民群衆在毎一個司法案件中都感受到公平正義　　訪最高人民法





















































重大敏感案件のリスク評価については、意見に先立ち、2010 年 4 月には青
海省高級法院が「重大事項に対して社会安定リスク評価を実施することに関す















訴訟に関係する申し立ての割合が、2008 年の 57％から 2010 年の 34％と大き
19　朱昆「論法院重大敏感案件的風険評価与処理」『行政与法』2013 年 03 期、104 頁参照。

























（以下、「中共中央」）が 1992 年 7 月 22 日に出した政法機関の業務に関する文
書、及び 2006 年 5 月 3 日に出した法院と検察院の活動強化に関する文書にも
見られ、近年では「法律効果と社会効果の統一」と称されている。













































































第 160 巻第 3・4 号、63-64 頁参照。
30　鈴木賢「中国的法観念の特殊性について　　非ルール的法のゆくえ」『国際哲学研究　別














※本稿は、2013 年 9 月 7 日（土）に北海道大学で開かれた現代中国法研究会
第 22 回研究集会における報告内容に大幅な追加修正を加えたものである。
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